
はじめに

請願とは､ 一般的には､ 国民が､ 国務に関す

る事項について､ 国家の機関に対して､ 希望を

述べることをいう(1)｡ 請願は､ 政治上の言論の

自由が確立されていなかった時代には､ 民情を

為政者に知らせるための重要な手段たる役割を

演じ､ それゆえ､ いずれの国の人権宣言にも規

定された｡ その後､ 政治上の言論の自由が確立

されるとともに､ 次第にその重要性を失ってき

たと言われる(2)｡ しかし､ 多元的な民意の反映

手段が確保された今日においても､ 請願制度､

とりわけ議会経由の請願制度は､ 各国において

憲法上の根拠を有し､ 存続しているところであ

る｡

本稿では､ 主として議会経由の請願に着目し､

請願関係法制を振り返るとともに､ 我が国にお

ける議論､ 外国議会の事例を参照し､ 請願制度

の今日的意義と改革動向について､ 若干の整理

を試みたい｡

Ⅰ 請願制度の源流

請願を行う権利たる請願権は､ 歴史的には､

専制君主の絶対的支配に対して､ 国民が自己の

権利の確保を求めるための手段として発達して

きたものである｡

請願権の保障は､ 立憲政治の発達に伴って確

立されたものであり､ その源流は､ 立憲政治の

母国である英国から発している｡ 英国の初期議
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会では､ その記録の圧倒的大部分が､ 請願の審

理に関する記載で占められていた(3)｡ 14世紀に

貴族院と庶民院の両院が成立して以後は､ 両院

が請願を受理・審査の上､ 適当と認められるも

のを国王に提出したほか､ 庶民院全体として種々

の請願を提出した｡ その中には立法の発案とし

ての意義を有するものもあったが､ 国王が採択

するか否かについて保障はなく､ 仮に採択され

るとしても､ その文面は議会の希望するとおり

ではなかった(4)｡ しかし､ 庶民院は､ 課税承諾

権をもって､ 請願の立法発案としての効果を確

実なものとし､ ヘンリーⅥ世 (在位：1422～1461

年) の時代以後は､ 従来請願の形であったもの

を､ 直接に法律案 (Bill) の形で起草する例が開

かれた｡ その後､ チャールズⅠ世 (在位：1625

～1649年) による戦費調達のための強制的金銭

徴収に対する抗議として､ エドワード・クック

(1552～1634年) の起草により､ 1628年の権利請

願が､ 国王に提出され､ 確認された｡ そして､

名誉革命後の1689年の権利章典の中では､ 国王

に請願する臣民の権利が保障された｡

この請願権の保障は､ 各国においても広がり､

アメリカ合衆国の憲法修正第１条 (1791年成立)

は､ ｢連邦議会は､ ……苦情の処理を求めて人

民が政府に対し請願する権利を侵害する法律を

制定してはならない｡｣ と定めた｡ また､ フラ

ンスの1791年９月３日の憲法は､ 請願の自由を

天賦の民権として確認した｡ 19世紀になって､

ヨーロッパの諸国で相次いで制定された立憲主

義的憲法には､ 1831年のベルギー憲法をはじめ

として､ ほぼ例外なく､ 請願権を保障する規定

が設けられた(5)｡

Ⅱ 我が国における旧請願関係法制史

１ 帝国憲法制定以前

我が国では､ 飛鳥時代の古くから統治者に対

し､ 救済や恩恵を求めることが種々の形で行わ

れてきた(6)｡ 明治維新以後は､ 国民の建白がに

わかに活発に行われるようになり､ 建白に関す

る規則が定められたが､ 民選議院設立論が広く

唱えられるにつれて､ 頻繁に建白書が提出され

るようになった｡ 政府は､ これに関する規則を

明定する必要に迫られ､ 明治15年12月に請願規

則 (明治15年太政官布告第58号) を発布し､ ここ

で初めて ｢請願｣ の文言が用いられた｡ しかし､

これは請願と行政上の不服申立てである訴願を

混同したものであり､ 明治23年に訴願法 (明治

23年法律第105号)の制定と同時に廃止された｡

２ 帝国憲法及びその関連法規

我が国で初めて請願が一応の権利として確認

されたのは､ 大日本帝国憲法においてである｡

同憲法は､ ｢日本臣民ハ相当ノ敬礼ヲ守リ別ニ

定ムル所ノ規程ニ従ヒ請願ヲ為スコトヲ得｣

(第30条)という請願についての一般規定を設け､

さらに帝国議会両議院に対する請願について､

｢両議院ハ臣民ヨリ呈出スル請願書ヲ受クルコ

トヲ得｣ (第50条) と定めた｡ 請願書の受理は､

議会が直接に人民と交渉し得る唯一の権能であっ

た(7)｡

この第50条を受けて､ 議院法 (明治22年法律

第２号) に請願関係規定が設けられ､ 請願書は

議員の紹介により各議院において受理し､ 請願

委員会に付して審査し､ 請願委員会において本

レファレンス 2006.６ 67

� F.W.メイトランド (小山貞夫訳) 『イギリスの初期議会』 創文社, 1969, p.41.� 美濃部達吉 『議会制度論』 (現代政治学全集 ７)日本評論社, 1930, pp.19-20.� 清宮 前掲論文, p.63.� 原度 ｢請願の変遷｣ 『議会政治研究』 33号, 1995.3, pp.74-75.を参照｡� 美濃部達吉 『憲法撮要 改訂第５版』 有斐閣, 1932, p.412.

レファレンス 平成18年６月号



会議に付すべきと決したもの又は議員30人以上

の要求があったものに限り本会議に付するもの

とされた｡ もっとも､ 両議院は自ら行政に当た

るわけではないので､ 行政措置に関係する請願

の趣旨を採択すべきと決しても､ 議院自ら措置

することはできず､ 政府にこれを送付するのみ

であった｡ すなわち､ 議院に対する請願は､ 実

は議院を通じて政府に請願するものに異ならず､

議院の力を借りて請願に重みを加えようとする

ものであった(8)｡

大日本帝国憲法下では､ 広範囲にわたり命令

の所管が認められ､ 行政機関の組織権限に係る

規定は､ 原則として命令によるものとされた｡

前述のように請願については､ 第30条で ｢別ニ

定ムル所ノ規程ニ従ヒ請願ヲ為スコトヲ得｣ と

定め､ 詳細は命令の形式による ｢規程｣ に委任

する趣旨の文言を用いていた(9)｡ ｢別ニ定ムル

所ノ規程｣ に当たる法令は､ 同憲法制定後長ら

く定められなかったが､ 大正６年になってよう

やく請願令 (大正６年勅令第37号) として公布さ

れた｡

ただし､ 大日本帝国憲法下での請願は､ ｢相

当ノ敬礼ヲ守｣ ることが求められ､ 皇室に対す

る不敬の語や政府や議院に対する侮辱的語を用

いることは禁じられたほか､ 皇室典範や憲法の

変更に関する事項､ 司法及び行政裁判に関する

事項の請願は許されておらず､ 臣民の権利とし

ての性格は薄かった｡

３ 帝国議会における請願手続

帝国議会での請願審査の手続は､ 議院法第13

章 (第62条から第71条まで)に規定された｡ 両議院

における請願の取扱いは､ 次のとおりである(10)｡

各議院に提出する人民の請願書は､ 議員の紹

介により､ 議院がこれを受け取る｡ 請願書は各

議院において請願委員会に付して､ 審査させる｡

請願委員会において審査の上､ 規程(11) に適合

しないと議決認定した請願書については､ 議長

に報告し､ 議長はその報告に従い､ 紹介議員を

経てこれを却下する｡ 請願委員会は､ 請願文書

表を調製し､ 審査した請願書を却下したか否か

にかかわらず､ その要領を摘出掲載して､ １週

間ごとに､ 議院に報告する｡ この要領とは､ 請

願の要旨だけでなく､ 請願者の住所､ 氏名､ 提

出年月日､ 紹介議員の氏名､ 審査の年月日等を

いう｡ 請願委員会において審査した請願書のう

ち､ 当該議院の議事に付する必要があると認め

るときは､ 特別に報告を行う｡ また､ 特別の報

告がない場合でも､ 議員が議事に付する必要を

認め､ 30人以上の賛成を得たときは､ 開会要求

ができる(12)｡ 議長は､ 特別の報告又は議員30

人以上の要求があるときは､ 開会し､ 当該請願

を議事に付さなければならない｡ 各議院におい

て､ 請願を採択すべきと議決したときは､ 意見

書を付して､ 当該請願書を政府に送付する｡ 事

件により､ 議院が必要と認めるときは､ 政府の

請願事件に関する意見如何の報告を求めること

ができる｡

請願委員会における議院法上の審査基準 (第

66条から第70条まで)は､ 次のとおりである｡

① 両議院は､ 法律上法人と認定された団体

(市町村､ 国立銀行､ 鉄道会社等) 以外の団体

については､ 総代の名義をもって提出され

た請願書であっても､ これを受けることは

できない｡

② 各議院は､ 憲法改正の請願を受けること
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はできない｡

③ 請願書は､ 請願の名義及び哀訴嘆願の体

式を用いる必要があり､ そうでないものを､

各議院は､ 受けることができない｡

④ 請願書中に､ 皇室に対し不敬にわたる語､

政府､ 貴族院・衆議院に対し侮辱の語を用

いたものを､ 各議院は､ 受けることができ

ない｡

⑤ 各議院は､ 司法裁判及び行政裁判に属す

る事項の請願を受けることができない｡

なお､ 各議院は､ 人民の請願を受けることに

ついて､ 各自独立してその措置権を有し､ 相互

に関与してはならないとされた｡

このように､ 帝国議会時代の請願審査の特色

としては､ 請願委員会が設置されていたことが

まず挙げられる｡ さらに､ 旧衆議院規則第160

条第２項においては､ ｢……請願中法律ノ制定

ニ関スル請願ハ法律案ヲ具シテ報告スルコトヲ

得此ノ場合ニ於テハ請願委員長ヲ以テ提出者ト

ス｣ とされ､ 請願委員会は､ 法律の制定に関す

る請願については､ 法律案を具えて特別の報告

をなすことができるものとされ､ その法律案は

請願委員長をもって発議者とし､ その議院に議

案として提出できるものとされていた｡

なお､ 第１回帝国議会から第92回帝国議会ま

での間における､ 貴族院の請願受理件数は42,504

件､ 採択件数は11,897件 (約28％)､ 衆議院の請

願受理件数は79,927件､ 採択件数は28,935件

(約36％)であった(13)｡

Ⅲ 現行の請願関係法制

１ 日本国憲法及びその附属法規

日本国憲法は､ ｢何人も､ 損害の救済､ 公務

員の罷免､ 法律､ 命令又は規則の制定､ 廃止又

は改正その他の事項に関し､ 平穏に請願する権

利を有し､ 何人も､ かかる請願をしたためにい

かなる差別待遇も受けない｡｣ (第16条) と定め､

国又は地方公共団体の機関に対し､ その職務に

関する事項について希望を述べる請願権を保障

している(14)｡ ただし､ 同条は､ 請願権を権利

として保障しているが､ その権利の行使に伴い

何らかの具体的な法的効果が生じるわけではな

く､ 請願された事項について公の機関が審理し

たり､ 何らかの判定をすることを求める法的拘

束力はない(15)｡

請願権を具体化し､ 現実に行使させるために､

新たに請願法 (昭和22年法律第13号) が制定され

た｡ 国会の各議院に対する請願については､ 国

会法 (昭和22年法律第79号) 第９章に関係規定が

設けられ､ 衆議院規則第11章及び参議院規則第

11章に細目が定められている｡ また､ 地方公共

団体の議会に対する請願については､ 地方自治

法 (昭和22年法律第67号) に関係規定が置かれて

いる(16)｡

請願法は､ 旧請願令と同じように､ 請願につ

いての一般法である｡ 同法第１条に ｢請願につ

いては､ 別に法律の定める場合を除いては､ こ

の法律の定めるところによる｣ とあるのは､ こ

の旨を示すものである｡ この ｢別に法律の定め
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る場合｣ とは､ 国会法の当該規定のようなもの

をいい､ この意味で国会法は請願法の特別法で

あり､ 地方自治法も同様の法的位置づけである

と考えられる｡

このように､ 請願法のほか､ 国会法及び地方

自治法にそれぞれ請願について特に定めがあり､

国会及び地方議会経由の請願が特別に法定され

ている理由としては､ 一応次のものを挙げるこ

とができよう｡

① 各議院に対する請願は､ その歴史的由来

からしても､ 請願権行使の主要なものであ

ること(17)｡

② 議会経由の請願は､ 議会の力を借りて請

願に重みを加えることができることから(18)､

政府ないし執行機関に対する請願であって

も､ 議会を通じて行うことに意義があるこ

と｡

③ 国政に関する国民の請願が､ 主に国権の

最高機関としての国会に向けられるべきこ

とは､ 日本国憲法の予定するところである

とも考えられ得ること(19)｡ また､ 日本国

憲法には地方自治の章が置かれ､ 地方公共

団体の議会も､ 当該地方公共団体に対する

重要な請願のルートと考えられたこと｡

④ 大日本帝国憲法において帝国議会への請

願が明定され､ 議会経路の請願手続が比較

的整備されていたということを背景として､

議院法が国会法へ､ 請願令が請願法へと実

質的な意味で改められたこと｡

２ 国会における請願手続

国会における請願手続の概略は､ 次のとおり

である(20)｡

① 提出 各議院に請願しようとする者は､

議員の紹介により請願書を提出しなければ

ならない (国会法第79条)｡ 各議院は､ それ

ぞれ請願を受け､ 互いに干預しないことと

されている(国会法第82条)ので､ 請願者は､

各議院に請願することができる｡ 請願は､

国会召集日から提出できるが､ 会期末は審

査の都合上､ 議院運営委員会理事会の決定

により紹介提出につき期限を定めることと

されている｡ おおむね会期終了日の７日前

に締め切る例であり､ ごく短期間の国会の

場合には､ 請願を扱わないことがある｡ 同

じ請願者が､ 同一会期内に同一趣旨の請願

書を重複して提出することはできない (紹

介議員が異なっていても同様)｡

② 記載事項 請願書には､ 請願者の住所及

び氏名 (法人の場合はその名称及び代表者の

氏名) を記載しなければならない｡ 請願書

には普通の邦文を用いなければならず､ や

むを得ず外国語を用いるときは､ これに訳

文をつけなければならない(21)｡ 請願を紹

介する議員は､ 請願書に署名又は記名押印

する｡

③ 受理・付託 議院に請願が受理されると､

議長は､ 請願文書表を作成し､ 各議員に配
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� 伊藤 前掲書, p.399.� 美濃部 前掲注�, p.413.� 吉田栄司 ｢請願権の現代的意義・再考｣ 『関西大学法学論集』 43巻１･２号, 1993.6, p.315.� 請願手続､ 請願情報等については､ 衆議院及び参議院のホームページ上に掲載されている｡ 衆参両議院の請願

の取扱いは､ おおむね同様であるが､ 若干取り扱いを異にする点があり､ この点につき､ 原 前掲論文, p.80.を

参照｡ また､ 請願手続及び実務の詳細については､ 高野浩臣 ｢請願制度に関する一考察－国会請願を中心として－｣

『立法と調査』 152号, 1989.6, pp.48-58；堀田光明 ｢国会における請願制度｣ 『議会政治研究』 27号, 1993.9, pp.1-

9；峯尚子 ｢解説 衆議院先例集� 請願｣ 『議会政治研究』 47号, 1998.9, pp.62-67.を参照されたい｡� 衆議院規則第172条｡ 参議院においても外国語､ 点字による請願書は訳文を付することとされている｡ なお､

参議院規則第164条には､ ｢請願書の用語は､ 平穏なものでなければならない｡ また､ その提出は平穏になされな

ければならない｡｣ との規定がある｡



布すると同時に､ 適当な委員会に付託する｡

なお､ 参議院においては､ 不適正行政に対

する苦情を内容とする請願 (苦情請願) に

ついては､ 行政監視委員会に付託される｡

請願文書表には､ 請願者の住所､ 氏名､ 請

願の要旨､ 紹介議員の氏名及び受理の年月

日を記載する｡ 請願が裁判官の罷免を求め

るものであるときは､ 議長は､ 委員会では

なく裁判官訴追委員会に送付する｡

④ 審査・議決 請願は､ 各議院において委

員会の審査を経た後､ これを議決する (国

会法第80条第１項)｡ 委員会は､ 請願につい

てその審査結果に従い､ 議院の会議に付す

ることを要するものと要しないものを区別

して議院に報告する｡ 議院の会議に付する

ことを要する請願については､ 採択すべき

ものと不採択とすべきものを区別して報告

する｡ 採択すべき請願のうち､ 内閣に送付

することが適当と認められるものについて

は､ その旨を付記する(22)｡ なお､ 委員会

において､ 議院の会議に付することを要し

ないと決定した請願は､ 会議に付さないが､

議員20名以上の要求があるものは､ 会議に

付さなければならない(国会法第80条第２項)

との規定がある｡ 委員会において､ 議院の

会議に付することを要しないと決定した請

願について､ 議員20名以上から休会中の期

間を除き委員会報告の日から７日以内に会

議に付する要求がないときは､ 委員会の決

定が確定する｡ 請願の審査結果は､ 議了後

速やかに当該紹介議員に通知される｡

⑤ 内閣への送付 各議院において採択され

た請願のうち､ 内閣において措置すること

が適当と認められたものは､ 内閣に送付さ

れる (国会法第81条第１項)｡ 送付を受けた

内閣は､ 請願の処理の経過を毎年各議院に

報告しなければならない (国会法第81条) と

されており､ 報告は毎年２回行われる例で

ある｡ この報告書は､ 印刷の上各議員に配

布される｡

帝国議会時代と国会における請願に関する最

大の相違点は､ 帝国議会時代の請願委員会の制

度がなくなって､ 所管の委員会で審査すること

とされたことである｡ その理由について､ 第１

回国会衆議院議院運営委員会において､ ｢常任

委員会で一定の国政の部門を審査するならば､

その部門に属する請願はその常任委員会が当然

やるべきだ｡ その方が請願の採択あるいは不採

択等についても非常に権威あるものであるとい

うことで､ 各々その部門の請願がその常任委員

会にいくことになった｣ という内容の答弁が

事務総長からなされており(23)､ 国会法の成立

により､ 委員会中心主義となった議会運営の在

り方を反映した考え方があったことが分かる(24)｡

このほかの相違点としては､ 国会では､ 請願対

象の制約がなくなったこと､ 内閣の報告が義務

付けられたこと等が挙げられる｡

なお､ 第１回国会から第118回国会までにお

いて､ 衆議院の請願受理件数は324,998件､ 採

択件数は101,844件 (一部採択331件を含む｡) (約

31％)､ 参議院の請願受理件数は251,148件､ 採

択件数は73,236件 (約29％) であった(25)｡ 国会

レファレンス 2006.６

請願制度の今日的意義と改革動向

71

� 衆議院規則第178条｡ 参議院規則では､ 委員会において採択すべきものと決定した請願については､ 報告書に

意見書案を付して提出することができる (参議院規則第171条)とされている｡� 第１回国会衆議院議院運営委員会議録第16号 昭和22年８月21日, p.96.� 衆参両議院ともに請願の審査を小委員会に付した例がある｡ また､ 各委員会に ｢請願小委員会 (請願審査小委

員会)｣ ないし ｢請願及び陳情に関する小委員会｣ を設置した例として､ 衆議院においては第２回国会の国土計

画委員会請願小委員会､ 第22回国会及び第24回国会から第27回国会までの運輸委員会請願審査小委員会､ 第31回

国会の商工委員会請願審査小委員会が､ 参議院においては第１回国会の国土計画委員会請願及び陳情に関する小

委員会､ 労働委員会請願及び陳情に関する小委員会､ 第２回国会の在外同胞引揚問題に関する特別委員会請願及

び陳情に関する小委員会､ 第３回国会の運輸委員会請願及び陳情に関する小委員会がある｡



になってから (第118回国会まで) とⅡ－３で見

た帝国議会時代とを比較すると､ 請願受理総数

は4.7倍､ 採択総数は4.3倍となったが､ 採択率

は帝国議会､ 国会時代を通じて３割程度とほぼ

同率である｡

３ その他の意思表明手段� 国会への陳情書

国民の国家機関への希望の陳述手段として､

請願類似のものに陳情書がある｡ 帝国議会時代

は､ 議員の紹介のない請願は受理されなかった

が､ 国会では､ 議員の紹介のない請願は ｢陳情｣

として受理されている｡ 初期の国会では､ 両議

院とも規則で､ その内容が請願に適合する陳情

書は請願と同様に扱う旨を定めていたが､ その

後規則が改正され､ 現在では､ 陳情書は委員会

審議の参考として取り扱われることとされてい

る｡

衆議院規則第180条によれば､ ｢陳情書その他

のもので､ 議長が必要と認めたものは､ これを

適当の委員会に参考のため送付する｡｣ とされ

る｡ 参議院の場合には､ 参議院規則第173条が

｢議院は､ 陳情書その他のものであつてその内

容が請願に適合するものは､ これを受理して､

請願書と同様に処理しなければならない｡｣ と

定めていたが､ 同条は､ 昭和30年の改正で削除

された｡ もっとも､ 参議院においても､ 陳情書

は参考として各常任委員会に送付されている(26)｡� 行政機関への請願

行政機関への請願の採択､ 事後処理等につい

ては､ 各機関の判断に任されており､ 調査・処

理報告等の義務はなく､ 実際の運用においても､

どの程度 ｢誠実に処理｣ (請願法第５条) されて

いるかは必ずしも明確ではない｡ これに関して

は､ このような制度運用が違憲であるとはいえ

ないが､ 請願権の行使に実質的効果を与えるた

めには､ 請願内容についての審査や審査結果の

報告をある程度まで義務付ける制度が必要であ

るという指摘(27) がある｡� 地方議会の意見書

国民が直接に希望を述べる手段ではないが､

地方議会が国家機関に意見を表明するものとし

て､ 意見書の提出制度がある｡ 地方議会の意見

書提出は､ 地方自治法第99条に基づいて行われ

ている｡ 同条によれば､ ｢普通地方公共団体の

議会は､ 当該地方公共団体の公益に関する事件

につき意見書を国会又は関係行政庁に提出する

ことができる｡｣ とされる｡ なお､ 同条中 ｢国

会｣ については､ 地方議会の活性化の観点から､

平成12年の地方自治法改正により追加されたも

のである｡ 同条については､ 意見書の提出を受

けた国会及び関係行政庁は､ 少なくとも受理の

義務はあるが､ 意見書に対して回答その他積極

的行為をする義務まではないと解されている(28)｡

地方議会からの意見書提出の手続は､ 次のと

おりである(29)｡ 衆議院への意見書は､ 衆議院議

長宛てに､ 表題を ｢○○に関する意見書｣ とし､

当該議会名及び議長名を記載し公印を押印の上､

地方自治法第99条に基づく意見書であることを

明記して､ 郵送等で提出することとされている｡

なお､ 提出された意見書は､ 議長において受理

した後､ 適当の委員会に参考送付される｡
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� 衆議院・参議院編 前掲書, pp.239-243.� この点につき､ 第139回国会参議院行財政機構及び行政監察に関する調査会会議録第１号 平成８年12月12日,

pp.17-18.を参照｡� 野中俊彦ほか 『憲法Ⅰ 第４版』 有斐閣, 2006, p.519.� 松本英昭 『新版 逐条地方自治法 第３次改訂版』 学陽書房, 2005, pp.342-343.� 衆議院ホームページ ｢衆議院の案内―各種手続き―請願・陳情・地方議会からの意見書｣

＜http://www.shugiin.go.jp/index.nsf/html/index_tetuzuki.htm＞ (last access 2006.5.15)



Ⅳ 請願制度の充実のための主な改革・

提言

請願制度の充実に関しては､ 国会発足当初か

ら現在に至るまで､ 様々な試みがなされてきた｡

その主な動き・提言内容について概観する｡

１ 請願審査の充実のための改革

第１回国会では､ 衆議院議院運営委員会

(昭和22年８月２日) において､ 請願の取扱いに

ついて､ 次のとおり決定された(30)｡ すなわち､

｢①請願は､ 議案その他の審査とにらみ合わせ､

委員会が適当と認める時期に審査する｡ ② 請

願を審査するときは､ 先ず紹介議員の説明を聴

取する｡ ③ 請願については､ 公聴会を開くこ

とができない｡ ④ 請願については､ 両院の合

同審査会を開くことができない｡ ⑤ 請願の審

査のために証人の出頭を求め委員を派遣し及び

報告並びに記録の提出を要求することはできる｡

⑥ 請願の審査は慎重を期することとし､ 苟も

採択した以上は必ずこれが実現の方途を講ずる

ものとする｡ これがため�請願の内容に応じ
必要のあるときは､ 委員会において法律案を起

草提出する｡ � 予算的措置を必要とするもの
については､ 必要により予算委員会と連合審査

会を開く等の措置を講ずる｡ ⑦ 議院において

採択又は不採択と決したものについては､ 請願

の紹介議員にその結果を通知する｡ ⑧ 本会議

又は委員会において既に審議を終わった議案又

は請願と同一趣旨の請願でもこれを審査するこ

とは差支えない｡ 但し､ 既に請願の目的の達せ

られているものについては審査しない｡｣ とい

うものである(31)｡

次いで､ 第２回国会では､ 両院法規委員会

(昭和23年６月22日)(32) で ｢内閣に送付した請願

の取扱に関する勧告案｣ が可決された｡ その内

容は､ ｢①議院が請願を採択した当該会期の終っ

た日から３ヶ月以内に提出することを原則とす

ること｡ ② 前項に掲げる３ヶ月目の日が国会

の閉会中であるときは､ 次の国会の会期の初め

に提出すること｡ ③ 請願の内容が予算､ 立法

措置等に関係があるために前二項の期限による

ことが困難なときは､ その期限内になるべく中

間的な報告をなし､ 爾後更に処理の経過を報告

すること｡ 但し､ いずれの場合にもその報告の

提出は､ 内閣が請願の送付を受けた日から１年

をこえないようにすること｡｣(33) というもので

あった｡

衆議院では､ 第61回国会の議院運営委員会理

事会 (昭和44年７月３日) において､ 請願審査に

関する件として､ ｢請願については､ 現在会期

末に一括して審査しているようであるが､ 会期

が長期にわたる場合には､ 各委員会における実

情に応じ､ 会期半ばの適当な時期にもその審査

を行い､ また､ 請願小委員会を設置する等の方

法を考慮し､ 請願審査の慎重を期する必要があ

るものと認める｡｣(34) と決定し､ 議長は各委員

長にこの旨文書をもって通知した｡

また､ 第63回国会の衆議院議院運営委員会理
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� 衆議院事務局 『衆議院委員会先例集 平成15年版』 2003, pp.197-198.� 『朝日新聞』 1948.6.5.には､ ｢国民と国会を結ぶ請願､ 陳情制度は､ 新国会から従来の請願委員会に代って21の

常任委員会が直接にこれを受付け世論を大いに反映させるように改められたが､ 折角ひろげられたこの�国会の
窓�も､ 委員会に手足のないことと国会の権限から儀礼的処理しか出来ず､ 国会は単に国民の声を政府に取次ぐ
メッセンジャー役を承るにとどまりがち……各委員会に再検討の声が起っている｣ との記事が掲載されている｡� 従前設置されていた両院法規委員会の概要､ 構成､ 権限及び会議については､ 鈴木隆夫 『国会運営の理論』 聯

合出版社, 1953, pp.521-534.を参照｡� 第２回国会両院法規委員会会議録第10号 昭和23年６月22日, p.3.� 衆議院事務局 前掲書, p.198.



事会 (昭和45年１月20日) において､ ｢請願審査

に関し､ 去る第61回国会において別紙の申し合

わせを行ない､ 会期の途中においても各委員会

の実情に応じ適当な時期にこれを審査する等の

要望をしたのであるが､ 更に請願審査の慎重を

期するため､ 各委員会において可能な限り十分

な審議の時間をとる等特段の考慮を願いたい｡｣(35)

と決定し､ 議長は各委員長にこの旨文書をもっ

て通知した｡

２ 参議院改革における動向� 参議院改革協議会

一方､ 参議院では､ 請願審査の内容の充実に

ついて､ 参議院改革協議会及び議院運営委員会

理事会において協議を行い､ 昭和55年２月20日

に､ 議院運営委員長から各委員長に対し､ 請願

審査についての協力要請が行われた｡ これによ

れば､ ｢……議院運営委員会理事会においてそ

の具体的方法の第一歩として､ 各委員会は､

理事会において､ その取扱いにつき意見の一致

をみた付託請願から逐次処理すべきであるとの

合意に達しました｡ また､ 議院運営委員会にお

きましては､ かねてから請願審査の進捗を図る

意味から､ 各委員会議了の請願はその都度､

最近の本会議に上程することにしておりま

す｡……｣(36) とされている｡

また､ 第102回国会では､ 参議院改革協議会

(昭和60年６月19日) は､ 同年６月12日に小委員

会から提出された ｢請願審査の充実について｣

等の報告書を了承し､ これを協議会の答申とす

ることとした｡ この答申には､ 請願審査の改善

策として､ ｢①請願審査の時期については､ 第

91回国会における議院運営委員長の各委員長に

対する要請 (昭和55年２月20日) にもかんがみ､

会期末に一括して審査される傾向にあるのを改

め､ 会期途中においても積極的に審査する｡

②緊急に措置する必要のある請願については､

その内容に応じて､ 時機を失しないよう審査す

る｡ ③議案の審査及び国政調査に当たっては､

これに関連する請願に十分配慮する｡ ④ 請願

審査に当たっては､ 各委員会の実情に応じ､

自主的に請願審査の実をあげるよう努める｡

⑤ 採択した請願について､ 国会で処理できる

ものについては､ 積極的にその実現に努めると

ともに､ 内閣に送付したものについては､ 政府

の処理状況を聴取するなど､ その願意の実現を

図る｡｣(37) の各項目が挙げられた｡

さらに､ 第132回国会では､ 参議院改革協議

会 (平成７年６月１日) は､ 同小委員会から５月

25日に提出された ｢請願審査の充実等｣ 等を了

承し､ 協議会の答申とすることとした(38)｡ 同答

申では､ ｢請願の審査方法｣ について､ ｢①請願

審査の時期については､ 第91回国会 (昭和55年

２月20日) における議院運営委員長の各委員長

に対する要請にもかんがみ､ 会期末に一括して

審査される傾向にあるのを改め､ 会期途中にお

いても積極的に審査する｡ ② 緊急に措置する

必要のある請願については､ その内容に応じて､

時機を失しないよう審査する｡ ③ 議案の審査

及び国政調査に当たっては､ これに関連する請

願に十分配慮する｡ ④請願審査に当たっては､

各委員会の実情に応じ､ 自主的に請願審査の実

をあげるよう努める｡ ⑤ 採択した請願につい

て､ 国会で処理できるものについては､ 積極的

にその実現に努めるとともに､ 内閣に送付した

ものについては､ 政府の処理状況を聴取するな

ど､ その願意の実現を図る｡｣ とした｡ また､

｢請願の審査結果通知｣ について､ ｢請願紹介議
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� 同上, pp.198-199.� 参議院事務局 『参議院改革の経緯と実績 平成14年版』 2002, p.23. また､ 参議院における請願改革につき､

関喜比古 ｢請願改革の現状と課題―請願実務の現場から―｣ 『議会政治研究』 38号, 1996.6, pp.39-47.を参照｡� 参議院事務局 前掲書, pp.105-108.� 同上, pp.207-209.



員から請願者へ審査結果を連絡する際の利便を

図るため､ 事務局から紹介議員に対し､ 当該議

員紹介に係る請願に関する採択､ 不採択等の審

査結果を議了後速やかに通知する｡｣ とした｡

この答申を踏まえ､ 請願の審査結果の通知は､

第132回国会から行われている｡� 参議院行財政機構及び行政監察に関する調

査会

近年､ オンブズマン制度(39) の導入論議に併

せて､ 請願権ないし請願制度についても言及さ

れることがある(40)｡ それは､ オンブズマン制

度の機能として､ �行政統制・行政監視機能､�苦情の受理と処理機能､ �行政改善機能が
あるとされ(41)､ 国民が国家の機関に対して希

望を述べる請願とは､ 特に苦情の受理という局

面と､ 議会による行政統制・行政監視という点

においてその類似性がみられるためである(42)｡

参議院では､ 平成７年６月１日の参議院改革

協議会報告書に基づき､ 行財政機構及び行政監

察に関する調査会が設置され､ オンブズマン制

度と苦情請願についても検討された｡

第139回国会 (平成８年12月12日) の同調査会

においては､ ｢時代の変化に対応した行政の監

査の在り方｣ のうち国政調査権・請願制度に関

する件について､ 参考人意見聴取及び質疑が行

われた(43)｡ 吉田栄司参考人からは､ 請願制度

についての憲法論的な位置づけ､ ドイツ連邦議

会の請願委員会等についての説明がなされた｡

また､ 辻啓明参考人からは､ ｢請願審査の問題

点及びその改善策｣ について､ 大要次のような

説明がなされた｡ すなわち､ ① 請願改革の項

目としては､ 請願審査の時期の適正化､ 採択請

願のアフターケア､ 請願審査の結果についての

請願紹介議員への通知の３つがある｡ ② 地方

議会における請願審査の対比としては､ 地方議

会の場合､ 多くが閉会中受理を行っていること､

複数の委員会にわたる請願については複数の請

願が提出されたとみなし各委員会に付託してい

ること､ １件ずつ詳細な審査が行われ行政当局

の説明も聴取すること､ 採択だけでなく一部採

択・趣旨採択・不採択の決定をしていること､

会期が短いため請願についても継続審査が認め

られていること､ 採択・不採択の別なく請願審
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� オンブズマンとは､ 行政の作為ないし不作為によって権利の不当な侵害や不利益を被り､ 苦痛を感じた国民の

申立てを受け付けて実情を調査し､ 行政の側に問題点があったことが判明すれば､ 是正措置を勧告し､ 速やかに

救済を図るために任命される人あるいはその人を中心として運営される制度を意味する｡ (片岡寛光 ｢比較オンブ

ズマン｣ 『早稲田政治経済学雑誌』 284・285合併号, 1986.1, pp.162-163.)� 早くは､ 総務庁オンブズマン制度研究会報告 (昭和61年６月)において､ ｢我が国における行政救済制度等｣ の

一つとして請願が掲げられ､ ｢実際の請願事案についてみると､ 団体等から出される国政に関する意見・要望が

多く､ 個人の権利の救済を求めるものは極めて少ない状況にある｡ また､ 各省庁に対する直接の請願については､

必ずしもその取扱い､ 回答等の手続が明確になっていないことから､ その実態を把握し難い状況にある｡ ｢請願｣

事案がその内容からみて陳情あるいは行政相談事案と区別し難いことも実態把握を困難にしている一因であろう｡｣

との指摘がなされた｡� 宇都宮深志 『公正と公開の行政学－オンブズマン制度と情報公開の新たな展開－』 三嶺書房, 2001, p.14.� D.C. ローワット教授は､ オンブズマンと類似の制度の中で最も近いものとして､ 米英諸国の立法府の独立機

関である会計検査院長を挙げる｡ その理由は､ 財政処理に特殊化されているとはいえ､ 一般的な行政監査を行い､

一般からの苦情を調査すれば､ それだけで同じ機能を果たすことになると言い得るからであるとする｡ Donald

C. Rowat, The Ombudsman Plan, The Worldwide Spread of an Idea, 2nd ed., University Press of

America, 1985, p.175. (D.C. ローワット著 (川野秀之監訳) 『世界のオンブズマン構想』 早稲田大学出版部, 1989,

p.193.)� 第139回国会参議院行財政機構及び行政監察に関する調査会会議録第１号 平成８年12月12日｡ 請願制度につ

いては､ 吉田栄司・関西大学法学部教授､ 辻啓明・前参議院外務委員会調査室長が意見を陳述した｡



査の結果を請願者に通知する議会が多いこと､

が挙げられる｡ ③ 請願改革の今後の課題とし

て､ 苦情申立型請願は委員会がオンブズマン的

機能を果たすこと､ 政策提言型請願は採択・不

採択と決めるのではなく国会における検討資料

とすることを議決すること､ 多数の国民の声を

集めるため国会自らアンケート調査のような形

で世論調査を実施すること､ アイデア提供型請

願を歓迎すること､ 国会と国民との間で討議が

なされること､ が挙げられる｡

同調査会報告書(44) によれば､ 参議院にオン

ブズマン的機能を備えた行政監視のための第二

種常任委員会を設置し､ その具体的所掌事項と

しては､ ①行政監視のための調査､ ② ｢行政監

察計画｣ 等についての調査､ ③ 苦情請願の審

査､ ④ 提案､ 勧告等が挙げられ､ ③について

は､ 不適正行政に対する苦情を内容とする請願

(苦情請願) を審査し､ その際には､ 委員会の意

向を多様に反映させるために意見書を活用する

ことにより､ オンブズマン的な苦情救済の機能

を発揮するものとされた｡

国会としても､ 行政監視機能の強化の観点か

ら検討が行われ､ 平成９年の国会法改正により､

衆議院では決算行政監視委員会が､ 参議院では

行政監視委員会がそれぞれ設置された(45)｡ 参

議院においては､ 行政に対する苦情に関する事

項は行政監視委員会の所管とされており (参議

院規則第74条)､ 同委員会は､ 平成17年10月24日､

交通事故への警察当局の対応に関する ｢苦情請

願｣ を初めて採択した(46)｡

３ 近年の主な改革提言� 国会改革に関する私的研究会

衆議院議長及び副議長による ｢国会改革に関

する私的研究会｣ が､ 平成６年６月３日に報告

した ｢国会改革への一つの提言｣ では､ ｢四 請

願の取扱い｣ として､ ｢①委員会は､ 請願につ

いて､ 会期中に､ その内容に応じて随時､ 審査

するようにすること｡ そのため､ 各委員会にお

いて､ 『請願審査小委員会』 を設置すること｡

② 請願の審査結果について､ 請願者に報告す

る方途を講ずること｡ ③ 採択された請願につ

いては､ 委員会において法制化の可否について

の検討を早急に行う等､ その内容の実現を図る

ための措置をより積極的に講ずること｡｣(47) に

ついて検討すべきと提言された｡� 参議院の将来像を考える有識者懇談会

平成12年４月26日には､ 参議院議長から諮問

を受けていた ｢参議院の将来像を考える有識者

懇談会｣ (座長：堀江湛尚美学園大学学長・慶應義

塾大学名誉教授) が意見書を提出した｡ この意

見書では､ ｢４� 請願審査を充実させる｡｣ の
項目の中で､ ｢請願は国民の重要な権利の行使

であるにもかかわらず､ 従来は会期末に一括し

て採択されるなど､ 十分な審査が行われてこな

かった｡ これらの中には政党で集約されないも

のも含まれている｡ また､ インターネット等を

用いた方法を検討することにより､ 国民の多様

な意見等の表明が可能となる｡ そこで請願審査

を充実させるため､ 参議院に常任委員会として

請願委員会を設置することとしてはどうか｡｣(48)
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� 第140回国会参議院会議録第34号 平成９年６月11日, pp.39-47.� 国会の行政監視機能の強化に係る議論の過程では､ 第139回国会に行政監視院法案 (民主党案)､ 第140回国会に

行政監視院による行政監視の手続等に関する法律案 (日本共産党案)が提出されるなどした｡� 『朝日新聞』 2005.10.25.を参照｡� 上田章・五十嵐敬喜 『議会と議員立法―議員立法についての元衆議院法制局との対論―』 公人の友社, 1997,

pp.148-149.� ｢資料 参議院の将来像に関する意見書｣ 『議会政治研究』 54号, 2000.6, p.9.



という提言が行われた｡� 衆議院改革に関する調査会

衆議院議長から委嘱を受けて発足した ｢衆議

院改革に関する調査会｣ (会長：瀬島龍三ＮＴＴ

相談役)の平成13年11月19日の答申においては､

｢三 (五) 請願を積極的に活用する｣ として､

｢請願は憲法第16条に定められる国民の重要な

権利である｡ 請願審査の在り方について､ ハン

セン病問題で指摘された国会の立法不作為を契

機として､ その問題点が改めて問われることに

なった｡ 請願の内容をどのように処理するかに

ついて､ 一義的には送付を受けた行政府の判断

を待つとしても､ 国会自ら､ 請願を立法措置を

講ずるための重要な判断材料として積極的に活

用すべきである｡｣(49) との提言がなされた｡ な

お､ Ⅱ－３で見たように､ 帝国議会時代の旧衆

議院規則では､ 法律の制定に関する請願は法律

案を具えて報告する規程があったが､ 国会にお

いてもこのような請願立案化条項が規定される

べきであったという指摘もある(50)｡� 衆議院及び参議院の憲法調査会報告書

平成17年４月の衆議院憲法調査会報告書にお

いても､ 議会オンブズマンその他の行政監視に

関する議論の中で､ 請願権について言及がなさ

れている｡ 調査の過程では､ 参考人意見聴取に

おいて､ ｢国会の有する行政監視機能を強化し､

護民官的機能を有するものとしても､ 議会型が

適しており､ 請願権 (16条) を具体化するもの

として､ 現行憲法上正当化される｣(51) との見解

が示された｡ 一方で､ 報告書には､ オンブズマ

ン制度の導入に慎重な意見の論拠として､ 請願

権や国政調査権の実質化こそ先決であることも

挙げられた(52)｡

同月の参議院憲法調査会報告書においては､

｢第３部 主な論点及びこれに関する各党・各

議員の意見｣ の中に､ ｢参議院の行政監視委員

会は省庁横断的な議論により政策全体の統合性

が図れ､ その評価が十全にできる｡ また､ 同委

員会の苦情請願制度は請願権をいかすものであ

り､ 活用を期待したい｡｣(53) との意見が収載さ

れている｡

Ⅴ 外国議会の請願関連法制

これまで見てきたように､ 我が国では､ 請願

審査の充実､ 請願委員会の設置､ 請願制度の活

用による行政監視・オンブズマン的機能の実現､

インターネットの利用などの提言がなされてい

る｡ その中には､ 既に実現されたものもあるが､

更なる検討を要するものもある｡

以下では､ これらの諸点を考える際の参考に

資するため､ 外国議会 (英国､ スコットランド､

ドイツ)の請願関連法制を概観する｡

１ 英国 (連合王国)� 請願制度

Ⅰで見たように､ 英国の請願制度は古くから

存在しているが､ 現行の請願制度は､ 1669年の

庶民院決議と､ 庶民院規則に基づく(54)｡

1833年に請願委員会 (Committee on Public
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� 石塚公彦 ｢国民の視点で求める議会の理想像－衆議院改革に関する調査会答申と審議過程－｣ 『議会政治研究』

61号, 2002.3, p.11.� 前田英昭 ｢国会の請願審査― ｢口利き｣ を透明化する方法－｣ 『国会月報』 641号, 2002.5, p.57.� 宇都宮深志参考人の意見 (衆議院憲法調査会 『衆議院憲法調査会報告書』 2005.4, pp.147-148.)｡ また､ 第159

回国会衆議院憲法調査会統治機構のあり方に関する調査小委員会議録第２号 平成16年３月11日, pp.1-5.を参照｡� 衆議院憲法調査会 前掲書, pp.245-246.� 参議院憲法調査会 『日本国憲法に関する調査報告書』 2005.4, p.148.� なお､ 私法案 (Private Bills) に対して反対・変更を求める方式としての請願 (petition) も存在するが､ ここ

でいう請願 (public petition) とは区別される｡



Petitions)が初めて設置されたのは､ 請願の印

刷に係る経費を削減することが主たる目的であっ

た｡ 個人的苦情､ 議会特権に関するものを除く

すべての請願が請願委員会に付託され､ そこで

分類され､ 必要な場合には印刷された｡ 委員会

報告書が会期中適宜印刷され､ 請願の内容､ 署

名数等が示されたが､ 請願委員会には調査権限､

請願のメリットを報告する権限､ 政府各省等の

責任者に救済措置を求めて質問する権限はなく､

庶民院はしばしば他の特別委員会に付託するよ

うになった(55)｡ 結局､ 議事手続特別委員会の

報告(56) に従って､ 請願委員会は､ 1974年４月

４日に廃止された(57)｡ なお､ 後述のようにス

コットランド議会には請願委員会があり､ 議員

が国民の関心事項に注意を払うためには､ 庶民

院にも請願委員会を再設置すべきであるという

見解もある(58)｡

請願文書は､ 一定の様式に従い､ 礼節を重ん

じなければならないとされる｡ 作成は､ 手書き

である必要はない｡ 英語で記述されるか､ そう

でない場合には紹介議員によって認証された訳

文を付さなければならない｡ 請願には､ １名以

上の署名が必要であり､ 署名の次に住所を記さ

なければならない｡ 法人の請願の場合には､ 社

印・公印を押す必要がある｡ 紹介議員は､ 請願

書の最初の頁の冒頭に署名をしなければならな

い｡

請願には､ 庶民院議員の紹介が必要であるが､

慣例で議長は請願を紹介せず､ 議長の選挙区民

からの請願は､ 他の議員によってなされる(59)｡

議員は､ 自らの見解とするところではない趣旨

の請願も紹介提出することができる(60)｡ 正式

に提出する場合には､ 議員は請願担当職員に通

告した後､ 月曜日から木曜日までは散会前に､

金曜日には開会直後に紹介提出する｡ 非公式に

提出する場合には､ 庶民院議長席裏の請願袋に

請願を入れることで､ 開議中は随時請願を紹介

提出することができる｡ 請願が当面する個人的

な苦情を申し立てており､ これに対し即座に救

済措置をとる緊急の必要性がある場合に限って､

請願に関する審議を行うことができる｡ 請願は

印刷の上､ 関係省庁に送付される｡ 回答がなさ

れた場合には､ 回答も印刷される｡

2003－04年会期の請願提出件数は128件 (うち

82件について政府が回答｡ ほかに各省庁からの回答

されたものもある｡) であった(61)｡

なお､ 請願は､ 貴族院議員を通じて貴族院に

提出することもできるが､ 提出の言明以外の演

説や討論はなされず､ 印刷もされず､ ほとんど

活用されていない(62)｡� 庶民院議員経由の苦情申立て (オンブズマ

ン制度)

一方､ 1967年議会コミッショナー法(63) によ
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り､ 議会コミッショナー (Parliamentary

Commissioner for Administration) が設置され

た｡ これは､ 議会オンブズマンと通称されるも

ので､ 政府の推薦により国王が１名を任命する

ものである｡ 国民は､ 中央政府による不適切な

行政に由来する苦情を､ 庶民院議員の紹介によっ

て議会コミッショナーに申し立てることができ

る｡ 議会コミッショナーの権限は､ 調査・意見

表明・勧告であるという点で強制力はなく､ 職

権調査は行い得ない｡ なお､ 議会コミッショナー

は､ 医療サービスコミッショナーを兼務してお

り､ 2004－05年度には4,189件の申立てを受理し､

2,886件を処理している(64)｡

英国では請願制度とオンブズマン制度が並立

しているが､ いずれも庶民院議員経由である点

で両制度は共通している｡ なお､ 庶民院議員の

紹介 (MP filter) 以外に､ コミッショナーへの

直接の申立てを可能とする ｢議会コミッショナー

(改正) 法案｣ (Parliamentary Commissioner

(Amendment) Bill [HL]) が2004年11月24日に貴

族院議員の議員立法で提出され､ 2005年３月３

日に貴族院を通過したが､ 成立には至らなかっ

たという立法動向もある｡� その他の意思表明手段

議会における正規の質問制度に適さない単純

又は私的な質問のほか､ 選挙区民から議員に寄

せられる行政への苦情についても､ 議員が､ 議

員書簡 (MPs' letters) を所管大臣 (副大臣等も含

む｡) に送付し､ コメントを求めることができ

る｡ この議員書簡は､ 随時送付することができ､

選挙区民が直接省庁へ苦情を申し立てるよりも

効果があるとされる(65)｡ 2002年に政府各省及

びエージェンシーによって受理された議員書簡

(貴族院議員からのものを含む｡) は､ 合計184,067

通に及んだ(66)｡ ただし､ 議会質問に比して､

回答がおおむね15ないし20職務日と時間がかか

るという欠点はある｡ 貴族院議員による書簡も

同様に取り扱われるが､ 貴族院議員は選挙区を

持たないため､ その数は多くはない｡

首相官邸のホームページ(67) では､ 首相への

電子メールのほか､電子請願(Electronic Petitions)

を受け付けており､ 300名以上の署名のあるも

のは､ 同ホームページ上に回答文書が掲載され

ている｡ 電子請願は､ 明確かつ簡潔な対象事項､

回答のための主たる氏名及び住所､ 署名者の氏

名・住所､ 電子メールアドレスを記載の上､ 電

子メールで提出し､ 通常同日に受理され､ ２週

間程度で回答がなされる｡

２ スコットランド� 請願制度

ブレア政権下の権限委譲(devolution)によっ

て､ スコットランドに対しては､ 1998年スコッ

トランド法(68) に基づき､ 一院制のスコットラ

ンド議会 (Scottish Parliament) が創設され､

憲法､ 外交､ 防衛等の一定の留保事項を除いた

第一次立法権の委譲と､ 所得税の３％について

の課税変更権限の賦与が行われている(69)｡

スコットランド議会には､ 法案ごとに設置さ

れる法案委員会(bill committee)のほか､ スコッ

トランド行政府の省庁に対応した主題別委員会
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(subject committee) と議事規則に定められた

事項を所管する受任委員会 (mandatory com-

mittee) の委員会があり､ 受任委員会の一つと

して請願委員会 (Public Petitions Committee

(PPC))が設置されている｡ 議事規則により､

請願委員会は､ スコットランド議会あての請願

を審査し､ 特に､ 請願の採択及び採択された請

願の採るべき措置を決定し､ 請願制度の運用を

調査するものとされている｡

スコットランド議会では､ 個人､ 団体を問わ

ず何人も請願を提出することができ､ これは民

主的プロセスへの十分な参加を可能ならしめる

ものとされる｡ 請願によって､ 議会は公衆の関

心事項に着目することができ､ また､ 現行法制

の改正や新規立法の提案を議会に求めることが

可能となる｡ ただし､ 英国議会に留保された事

項､ 地方政府の決定､ 医療機関の活動､ 裁判所

の手続については､ 請願審査の対象とはならな

い｡

請願の提出､ 審査等の手続は､ 次のとおりで

ある(70)｡

提出されたすべての請願文書は､ スコットラ

ンド議会のホームページでアクセスすることが

できる｡ したがって､ 請願者は公開されたくな

い情報や署名を収載しないように留意する必要

がある｡ また､ 虚偽の内容等の記載をしてはな

らない｡ 請願を提出する前に､ スコットランド

行政府への陳情や､ 地方議会議員､ スコットラ

ンド議会議員､ 庶民院議員といった地元選出の

公選職者の支援を求めることが期される｡ そこ

での回答文書は､ 補助的情報として請願と同時

に提出するものとされ､ これを欠いた請願は提

出者に返戻される｡ これらの要件を満たした請

願者は､ スコットランド議会のホームページ上

に掲載されている書式を用いて請願文書を作成

する｡ 請願には､ 請願提出者の氏名､ 筆頭提出

者の連絡先､ 請願賛成者の全氏名､ 住所及び署

名が明瞭に記されていなければならない｡ タイ

プライター又はコンピュータ打出しの場合には､

黒又は青のインクでＡ４判の紙を用いなければ

ならない｡ 無礼な表現は用いてはならず､ その

ような請願は､ 不受理の理由を書面で通知され

る｡ 英語､ ゲール語その他いずれの言語を用い

てもよく､ 点字での提出も認められる｡

要件に合致した請願は､ 請願委員会事務局長

あてに提出する｡ 議会あての請願提出に当たっ

て､ 郵便料金は無料である｡ 封筒ないし包みに

は､ ｢スコットランド議会あて請願｣ と明瞭に

記し､ 郵便局において手交しなければならない｡

直接提出することも可能であり､ デモ行進を予

定している場合などには､ 事務局長に事前に連

絡する必要がある｡

請願が受理された場合には､ 提出者に確認書

が送付される｡ 提出者は､ 請願委員会で当該請

願が取り上げられるよう要求書を作成すること

を求められる｡ 時間的制約から､ 請願委員会は､

すべての要求を受け容れることはできないが､

最新のトピックである事項など､ 請願委員会の

審査を助長する提案があると認められた場合に

は､ 優先的に取り扱われる｡

請願委員会は､ 採択可能な請願に関して､ 審

査を行い､ 採るべき措置を決定する｡ 措置内容

としては､ スコットランド行政府その他関係機

関との協議､ 関係する主題委員会等への送付・

追加審査､ 本会議への上程､ 措置不要､ その他

適切な措置があり､ これらについて決定がなさ

れる｡ 提出者は､ 議会の審査､ 当該請願の結果

について通知される｡

議会に提出された請願の結果として､ 法改正､

広範な審査又は調査､ 議会での討論､ スコット

ランド行政府等の公的機関の迅速な措置､ 法案

の精査､ 規則及び指針の改正が行われ得る｡
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2001－02年会期に請願委員会に提出された請

願は137件で､ 117件が処理された(71)｡

なお､ スコットランドでは､ スコットランド

議会の立法による2002年スコットランド公共サー

ビスオンブズマン法(72) により､ スコットラン

ド議会コミッショナー(73)､ 保健サービス､ 地

方政府及び公営住宅の各オンブズマンが統合さ

れている｡ オンブズマンへの不適正行政につい

ての苦情申立ては､ 連合王国の場合とは異なり､

直接行い得ることとされている｡ 2004－05年度

にスコットランド公共サービスオンブズマンに

申し立てられた苦情は､ 2,377件である(74)｡� 電子請願システム

スコットランド議会請願委員会は､ 1999年か

ら､ ネピア大学インターナショナル・テレデモ

クラシー・センター (ITC) と共同で､ 電子請

願システムの設計及び運営の調査に取り組んで

きた｡ 同年11月に ITCのサーバーで試験運用

が行われ､ その後スコットランド議会ホームペー

ジに統合された｡ 2004年２月から､ 従来の書面

による請願制度と一体のものとして､ その運用

が開始された(75)｡ 2005年11月に､ ITCは､ ブ

リティッシュ・テレコム・スコットランド (BT

Scotland) と提携し､ ２年間､ BTが請願委員

会の電子請願のホストを提供し､ ITCがサー

ビスの管理及び更なる開発調査を担当すること

となった(76)｡

請願者は､ 当該請願の促進のため､ 電子請願

システム (e-petitioner system) を使用すること

ができる｡ スコットランド議会のホームページ

には､ 請願文書の書式が掲載されており､ 電子

メールで請願を提出することができる｡ 電子請

願システムでは､ スコットランド議会のホーム

ページ上で一定期間掲示され､ 多数の閲覧に供

するとともに､ 当該請願の賛成者を集める機会

が与えられる｡ 各電子請願は､ それぞれ討論フォー

ラムを有し､ 賛成者は､ 当該請願及びその関連

事項について討議することができる｡ 掲示期間

の終了後､ 当該請願は正式に請願委員会に提出

され､ 通常の審査過程を経る｡

電子請願システムは､ スコットランド議会議

員にとっては､ 署名数の地理的分析､ 討論フォー

ラム上でのコメントにより､ 特定の事項への支

持の強さを評価することを可能とし､ 議会スタッ

フにとっては､ 管理運営が容易になるという効

果を有する(77)｡ 請願のうち､ おおむね３分の

１が電子請願となっている(78)｡

2005年11月､ スコットランド議会の電子請願

システムは､ 欧州委員会がヨーロッパにおける

良好な電子政府の実施機関に与える賞 (eEurope

Awards for eGovernment) を､ サービス利用部

門で受けている(79)｡
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３ ドイツ連邦共和国� 請願制度のオンブズマン制度的運用

ドイツ連邦共和国基本法第17条は､ ｢何人も､

個人で､ 又は他人と共同して､ 書面で､ 管轄機

関及び国民代表機関に対して､ 請願又は苦情の

申立てを行う権利を有する｡｣ と定める｡ さら

に､ 1975年に請願法制の改革が行われ､ 新たに

基本法に追加された第45c条において､ ｢� 連
邦議会は､ 第17条によって連邦議会に提出され

た請願及び苦情申立てを処理する義務を負う請

願委員会を設置する｡ � 苦情申立てを審査す
る委員会の権限については､ 連邦法律で定める｡｣

とする｡ このように基本法上､ 請願委員会

(Petitionsausschuss) が設置され､ このほか､

ドイツ連邦議会の請願委員会の権限に関する法

律(80)､ ドイツ連邦議会議事規則 (第108条から第

112条まで)､ 請願及び苦情の処理に関する請願

委員会の諸原則(81) を根拠として､ 請願関係法

制が構成されている(82)｡ なお､ ドイツの連邦

レベルでは､ 軍事オンブズマンに相当する防衛

監察官 (Wehrbeauftragter) が1956年の基本法

改正 (45b条) によって設置されたが､ 一般オ

ンブズマンについては､ 1960年代から1970年代

にかけて展開されたオンブズマン導入をめぐる

論争の結果､ 連邦議会の請願委員会の権限強化

によってオンブズマン類似機能の充足をめざす

こととなり､ オンブズマンそのものの導入は見

送られたという経緯がある(83)｡ ドイツにあっ

ては､ 国際オンブズマン協会 (International

Ombudsman Institute) への加盟機関は､ 連邦

議会の請願委員会である｡

請願委員会の請願処理手続の概要は､ 次のと

おりである｡

請願は､ 議長が請願委員会に付託する｡ 請願

委員会は､ 請願が専門委員会における審議の対

象にかかわる場合には､ その専門委員会の意見

を聴取する｡ 請願を紹介した連邦議会議員は､

委員会審議に表決権をもって出席することがで

きる｡ 請願委員会は､ 請願及び苦情の処理に関

する諸原則を制定する｡ 請願委員会は､ 連邦官

庁等の機関に対し､ 書類の提示､ 情報提供等を

求めることでき､ また､ 請願者､ 証人及び専門

家の意見聴取ができる｡ 請願委員会の権限を各

委員会へ委譲する場合には､ 請願委員会はその

旨を個別的に議決しなければならず､ 委譲の内

容及び範囲は､ 議決の中で特定されなければな

らない｡ 請願委員会で処理された請願に関する

報告は､ 議決勧告を付して､ 一覧表の形式で連

邦議会に毎月提出される｡ 報告は､ 配布から３

会議週のうちに議事日程に記載され､ 報告者に

よって口頭補足ができる｡ 討論は､ 一会派又は

５％の出席議員が要求する場合にのみ行われる｡

請願の処理状況は､ 理由を付して提出者に通知

される｡ また､ 請願委員会は､ その活動に関す

る年次報告書を連邦議会に提出する｡

請願提出に際しては､ 連邦議会議員の紹介は

要しない｡ 各国のオンブズマン制度において一

般に採用されている直接アクセス制を採用した

形となっており､ 2004年には17,999件の請願が

受理され､ 15,565件が処理されている(84)｡ 請願

処理の事前審査のプロセスには､ 請願委員会の
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� Gesetz über die Befugnisse des Petitionsausschusses des Deutschen Bundestages� Grundsätze des Petitionsausschusses über die Behandlung von Bitten und Beshwerden� Deutsher Bundestag, Stichwort: Petitionen <http://www.bundestag.de/interakt/info_mat/download/s

tichwort/stichwort_petitionen.pdf> (last access 2006.5.15).� 鈴木秀美 ｢ドイツ・オンブズマンと請願委員会｣ 『議会政治研究』 37号, 1996.3, p.45. 憲法改正問題調査委員

会の中間報告では､ 国家権力統制の方法として､ 行政内部の統制､ 裁判所による統制､ 政治的統制の三分類にお

いて､ 北欧諸国と比べて殆どすきまのない権利保護の体系があり､ また､ 連邦制国家においては州に対しても権

限を有する連邦のオンブズマンを制度化することはできないとされ､ 学説においても､ 連邦へのオンブズマンの

導入は権限の混乱を招き､ かえって権利保護に悪影響を及ぼしかねないと主張された (同, p.46.)｡



事務局が大きな役割を果たしている(85)｡� 電子請願と公開請願プロジェクト

これまで請願の提出方法は､ 書面又はファク

シミリとされていたが､ 2005年９月１日から､

電子メールで請願の提出が可能となった(86)｡

ドイツ連邦議会の電子請願システムは､ スコッ

トランド議会の電子請願を先行例として､ スコッ

トランド議会請願委員会､ ネピア大学 ITCと

の協力により開発されたものである(87)｡ 連邦

議会のホームページには､ 請願文書の書式が掲

載されており､ 所定の事項を入力することによ

り､ 請願文書を作成することができる｡ 電子請

願の場合でも､ 画面上の指示に従って所定の事

項を記入の上､ 送信することで請願を提出する

ことができる｡

また､ 連邦議会では､ 提出された請願を公開

し､ これについて連邦議会のホームページ上で

討論を行うことができる公開請願 (Öffentliche

Petitionen) と称するプロジェクトを､ 2005年

９月１日から２年間の期間で開始した(88)｡ こ

のプロジェクトの目的は､ 各請願が対象とする

事項についての世論を把握する上で､ 公開請願

がどの程度有効であるかを検証することにある｡

具体的には､ 人権侵害等のおそれがあるものを

除き､ 提出者の同意が得られた請願のうち請願

委員会が選定した請願を､ 連邦議会のホームペー

ジ上で公開し､ 誰でも意見を述べられるように

するものである｡

おわりに

代議制における民意の反映が､ 選挙を中心と

して実現されるべきことは言うまでもない｡ ま

た､ 国民主権に基づく議会政治が発達し､ 言論

の自由が広く認められるようになり､ 請願権の

意義は､ 相対的に減少した｡ しかし､ それでも

なお請願制度は､ 国民の意思表明の重要な手段

として､ ｢参政権｣ 的な役割を果たしている(89)｡

近年では､ 請願によって市民運動の拡大が図ら

れる傾向が見られるほか(90)､ インターネット

を用いた電子請願には､ 新たな政治的空間を創

出する可能性もある｡ このように､ 請願制度は､

間接民主制を補完し､ さらには政府に対する苦

情を含む国民の意思表明の機会として､ なお今

日的な意義を有していると言い得るであろう｡

前述の各方面からの改革提言にも示されてい

るように､ 請願制度の充実を図るための具体的

論点としては､ 請願審査の充実､ 請願委員会の

設置､ 請願制度の活用による行政監視・オンブ

ズマン的機能の実現､ インターネットの利用な

どが挙げられる｡ これらの論点が重要となって

いるのは､ 外国議会にも共通するところである｡

とりわけスコットランド議会やドイツ連邦議会

の請願制度の運用状況､ 請願委員会の役割､ 電

子請願の導入などの改革動向は､ 我が国におけ

る請願制度のさらなる充実を図る上で大いに参

考となると思われる｡

(たなか よしひこ 政治議会課)
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� Petitionsausschuss Jahresbericht 2004 <http://www.bundestag.de/ausschuesse/archiv15/a02/jahresberi

chte/jahresbericht_2004/index.html> (last access 2006.5.15).� 渡辺久丸 『請願権』 新日本出版社, 1995, pp.144-145.を参照｡� 渡邉斉志 ｢【短信：ドイツ】請願の活性化に向けた連邦議会の取組み｣ 『外国の立法 (電子版)』 2005.9.26 (事務

用資料).� Johnston, op. cit.� Richtlinie für die Behandlung von öffentlichen Petitionen (̈oP)gem. Ziff 7.1 (4)der Verfahrensgrundsätze

＜http://www.bundestag.de/ausschuesse/a02/rili.pdf＞ (last access 2006.5.15).� 芦部信喜著・高橋和之補訂 『憲法 第３版』, 岩波書店, 2002, p.234.� 原 前掲論文, p.83.


